
証券コード 4772

2019年３月１日

株 主 各 位
東京都港区六本木三丁目２番１号

株式会社ストリームメディアコーポレーション
代表取締役社長 崔  官 鎔

第48回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第48回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年３月19日（火曜日）午

後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 2019年３月20日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区六本木三丁目２番１号

住友不動産六本木グランドタワー９階
ベルサール六本木コンファレンスセンター
（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末

尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違
えのないようにご注意ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第48期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）事業報

告および計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役１名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件

以 上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類に修正が生じた場合

は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス
https://www.streammedia.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事  業  報  告

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過および成果

① 事業の状況

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済、金融政策により企業収益

と雇用環境に改善が見られたものの、ヨーロッパやアジア新興国等の経済の

先行き、世界的な地政学的リスクの高まり等に始まり、米中を中心とした貿

易摩擦の動向など、海外経済の不確実性は高まっており、依然として先行き

は不透明な状況が続いております。

このような経営環境の中、当社は、当事業年度において株式会社エスエム

エンターテインメント（韓国）が親会社となり、同社を中核としたＳＭエン

ターテインメントグループ傘下に入り、グループとしてのブランディング化

を図るため、商号を株式会社デジタルアドベンチャーから株式会社ストリー

ムメディアコーポレーションに2019年１月１日付で変更いたしました。これ

に伴い、既存事業で当社が培ってきましたアーティストマネジメントからフ

ァンクラブ運営、イベント開催、グッズ企画製作・販売等の一気通貫での関

連サービス提供を礎として、新規事業であるモバイルエンターテインメント

コンテンツとプラットフォーム構築のための準備を開始いたしました。

当事業年度においては、ライツ＆メディアコミュニケーション事業では、

ファンクラブ運営、ファンミーティング等のイベント開催、アーティストア

ルバム等のＣＤ、ＤＶＤ、ブルーレイなど販売、ならびに大型ドラマ版権の

放送・ＤＶＤ等事業化を行ってまいりました。放送事業では、前事業年度よ

り準備を進めておりました新チャンネルKchan！韓流ＴＶを１月に開局し、若

年層をはじめとした新たなターゲット層へ向けたリニア配信サービスを開始

し、自社テレビ局ＫＮＴＶ・ＤＡＴＶとあわせて韓流３チャンネルの運営に

よる継続的な視聴料収入の安定化を図ってまいりました。

利益面では、Kchan！韓流ＴＶのオリジナル番組制作などの先行投資や、番

組償却額増加などにより放送事業で原価が嵩んでおります。

この結果、売上高は70億58百万円（前期比9.2％減）、営業利益73百万円

（前期比75.6％減）、経常利益73百万円（前期比76.3％減）、当期純利益61

百万円（前期比78.8％減）となりました。
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事業部門別の概況

当社の事業別に見た事業内容と位置付けは、以下のとおりであります。

（ｱ） ライツ＆メディアコミュニケーション事業

イベント・マネジメント事業では、大型案件はなかったものの韓国人気ア

ーティストグループHIGHLIGHTのファンミーティングや同グループメンバー

のミニライブ、人気アイドルグループGolden Childのファンミーティングな

ど年間を通してイベントを開催いたしました。アーティスト物販では、キ

ム・ヒョンジュン、Golden Childをはじめとしたアーティストのシングル、

アルバム等のＣＤ、ＤＶＤ、ブルーレイなどの販売を行っております。

ファンクラブ事業では、韓国ガールズグループMAMAMOO（ママム）の日本公

式ファンクラブ開設など、新規案件ならびにファンクラブシステム開発・運

用の本格稼働に取り組み、事業拡大を図ってまいりました。

版権事業では、引き続き大型ドラマ版権のＫＮＴＶ、ＤＡＴＶでの放送を

はじめ、ＣＳ・ＢＳ・地上波での放送が決定しており、ＤＶＤ・ＶＯＤ化事

業も順調に推移いたしました。

この結果、売上高は48億55百万円（前期比10.6％減）、セグメント利益は

３億67百万円（前期比4.4％減）となりました。

（ｲ） 放送事業

放送事業では、前事業年度より準備を進めておりました新チャンネル

Kchan！韓流ＴＶを１月に開局し、若年層をはじめとした新たなターゲット層

へ向けたリニア配信サービスを開始し、自社テレビ局ＫＮＴＶ・ＤＡＴＶと

あわせて韓流３チャンネルの運営による継続的な視聴料収入の安定化と販路

拡大を図ってまいりました。

ＫＮＴＶでは、東方神起、EXO、SHINeeをはじめとしたSMアーティストが大

集結したバラエティ番組やドラマを継続的に放送、SMアーティスト総出演の

SMTOWN LIVEを２か月連続独占日本初放送、また「黒騎士」「推理の女王２」

「油っぽいメロ」「フンナムジョンウム」など話題作を日本初放送、ＤＡＴ

Ｖでは、「第32回ゴールデンディスクアワード」を韓国から独占生中継、「ラ

ンジェリー少女時代」、「その男、オ・ス」、「清潭Key-chin」、華流ドラ

マ「メモリーズ・オブ・ラブ～花束をあなたに～」などを日本初放送、また

年末には恒例の2018 MBC「芸能大賞」「演技大賞」「歌謡大祭典」をＫＮＴ

Ｖで３夜連続生中継、2018 SBS「演技大賞」、「芸能大賞」をＤＡＴＶで２

夜連続生中継するなど、話題を提供してまいりました。Kchan！韓流ＴＶで

は、オリジナル番組に注力し、平日レギュラー番組「JGのハルハルTV」をベ

ルト編成、K-POP番組「Power of K」を毎月ソウルから生中継、また６月には

「Power of K in Japan 2018」の公開生中継ライブで話題を提供するなど、

視聴者獲得を図ってまいりました。
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利益面では、Kchan！韓流ＴＶのオリジナル番組制作などの先行投資や、番

組償却額増加などの要因で費用が嵩んでおります。

この結果、売上高は23億11百万円（前期比3.8％減）、セグメント利益は58

百万円（前期比79.3％減）となりました。

（ｳ） その他事業

その他事業では、売上高は18百万円（前期比0.2％増）、セグメント利益は

２百万円（前期比42.3％増）となりました。

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト 売 上 高 構 成 比

ライツ＆メディアコミュニケーション事業 4,728,969千円 67.0％

放 送 事 業 2,311,628千円 32.7％

そ の 他 事 業 18,035千円 0.3％

合 計 7,058,632千円 100.0％

（注）セグメント間の取引については相殺消去しております。

② 設備投資の状況

当社では、当事業年度におきましては重要な設備投資は行っておりませ

ん。

③ 資金調達の状況

該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

  財産および損益の状況の推移

区 分
第 45 期

(2015年12月期)

第 46 期

(2016年12月期)

第 47 期

(2017年12月期)

第 48 期

(2018年12月期)

売 上 高 (千円) 3,328,440 4,532,508 7,769,845 7,058,632

経 常 利 益 (千円) 79,127 17,774 308,065 73,014

当 期 純 利 益 (千円) 66,587 15,671 289,125 61,348

１株当たり当期純利益金額 12円28銭 1円34銭 17円51銭 3円72銭

総 資 産 (千円) 2,392,950 5,439,995 6,380,466 6,418,649

純 資 産 (千円) 1,912,958 4,347,368 4,627,169 4,681,348

１ 株 当 た り 純 資 産 額 347円91銭 261円79銭 279円29銭 282円35銭

（注）１.売上高には消費税等は含まれておりません。
２.2017年７月１日付で、普通株式について10株を１株の割合で株式併合を行ったため、

第45期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額および
１株当たり純資産額を算定しております。

３.記載金額は、１株当たり当期純利益金額、１株当たり純資産額を除き千円未満を切り
捨てて表示しております。

４.第45期は、大型ドラマイベント開催等により、売上高が伸びております。
５.第46期は、持分法適用関連会社のＫＮＴＶ株式会社を吸収合併したことにより、売上

高、総資産、純資産とも伸びております。
６.第47期は、大型のイベント、ファンクラブミーティング開催等により、売上高、利益

とも伸びております。
７.第48期は、大型のイベント、ファンクラブミーティング開催等が少なかったこと、ま

た放送事業の先行投資により費用が嵩んだことにより、売上高、利益とも減少してお
ります。

(3) 重要な親会社および子会社の状況

  ① 親会社の状況

会社名 資本金
当社に対する
議決権比率

当社との関係

株式会社エスエムエンターテ

インメント（韓国）
11,469百万ｳｫﾝ

50.22％
（50.22％）

―

株式会社キーイースト（韓

国）
8,480百万ｳｫﾝ 50.22％

コンテンツ等に関する
ロイヤリティ等

（注）１．当社の親会社である株式会社キーイーストは、株式会社エスエムエンターテインメ
ントの子会社であり、株式会社エスエムエンターテインメントも当社の親会社に該
当しております。

２．当社に対する議決権比率欄の（ ）内は間接所有割合で、内数で記載しております。
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② 親会社との間の取引に関する事項
親会社である株式会社エスエムエンターテインメント（韓国）ならびに

株式会社キーイースト（韓国）との取引に当たっては、少数株主に不利益
を与えることがないよう、契約内容、契約金額およびその決定方法等が独
立した第三者間の取引と著しく相違しないこと等に留意し、合理的な判断
に基づき公正かつ適正に決定しております。また、社外取締役が参加する
取締役会は、親会社との取引の内容が当社独自の意思決定に基づいたもの
であり、当社グループの利益を害するものではないと判断しております。

  ③ 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

当社は、当事業年度においてＳＭエンターテインメントグループ傘下に入

り、商号を株式会社デジタルアドベンチャーから株式会社ストリームメディ

アコーポレーションに変更いたしました。

これに伴い、基幹事業である放送事業の収益拡大を図るとともに、既存事

業で当社が培ってきましたアーティストマネジメントからファンクラブ運営、

イベント開催、グッズ企画製作・販売等の一気通貫での関連サービス提供を

礎として、新規事業としてモバイルエンターテインメントコンテンツとプラ

ットフォーム構築を推進してまいります。当事業を当社の新たな柱として成

長させ、安定した事業収益を確保できる経営体制構築に取り組むことが急務

であると認識しております。

① ライツ＆メディアコミュニケーション事業

・当社事業の中核であり、イベント等大型案件の実施・販売時期により業

績変動が大きくなる可能性が高まり、安定的に収益を確保できる事業モデ

ルの構築が課題となっております。

・アーティストマネジメントの強みを最大限に活かしたアーティストを中

心とした関連グッズをはじめとした様々なコンテンツを開発していくこと

で、今後ともコンテンツの質と量の向上を図り、日本国内はもとよりアジ

アを中心とした海外顧客層の拡大を目指してまいります。

・韓国大型コンテンツおよび版権ビジネスは事業投資リスクが高く、また

回収が長期にわたることから、共同事業等によるリスク分散とビジネスパ

ートナーの確保が課題であり、動きが早いエンターテインメント市場動向

の中長期的変化を見据えながら優良なコンテンツを獲得してまいります。

・特定のアーティストに依存することがないよう、継続的なアーティスト

の確保、様々な活動領域をもつアーティストの拡充を図るため、アーティ

ストを発掘・育成することが重要であると認識しております。
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・新規事業としてモバイルエンターテインメントコンテンツとプラットフ

ォーム構築を進めるにあたり、優秀なIT人材の確保が急務であり、プロジ

ェクト管理の徹底を図ることが重要であると認識しております。

② 放送事業

・基幹事業としての放送事業の運営体制の強化を図り、ＣＳ衛星放送のＫ

ＮＴＶとＤＡＴＶは、双方の強みを最大限に活かした番組の提供と、より

広いエリアで視聴いただけるようケーブル局への販路拡大営業を展開する

ことで、視聴者獲得、業績拡大および収益向上を図ることが重要であると

認識しております。

・第３のチャンネルKchan！韓流ＴＶは、リニア配信による若年層をはじめ

とした新たなターゲット層へ向けたメディア戦略を展開することで、幅広

い層の視聴者獲得を図り、長期的に安定した収益確保体制を構築すること

が重要であると認識しております。

③ 人材育成とコンプライアンス

以上の課題に対応するためには、人材の確保と育成が重要です。総合エ

ンターテインメント企業へ成長するためには、様々な事業領域や変化の激

しい市場環境に柔軟に対応できる人材の確保と育成ができる社内体制を構

築することが課題となっております。また、管理体制の強化とコンプライ

アンスポリシーの周知徹底を図り、社会的な信用と共感を得られる企業と

なることを目指してまいります。

当社の経営を担う取締役および従業員は、これらの課題に応えるため一丸

となって諸課題を解決し、当社の中長期的企業価値拡大と適正な配当が継続

的にできる企業体質にするため、最大の努力をする所存であります。

(5) 主要な事業内容（2018年12月31日現在）

ドラマ等に関連する諸権利の事業化、アーティストファンクラブ等コミュ

ニティの企画・運営、イベント事業、物販事業、ＣＳ放送・ＣＡＴＶ・ＩＰ

ＴＶでの番組提供事業、リニア配信事業、インターネット・携帯電話を通じ

てのデジタルコンテンツ配信およびそれに付随する事業等
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(6) 主要な営業所（2018年12月31日現在）

本  社 東京都港区芝四丁目５番10号

(7) 使用人の状況（2018年12月31日現在）

当社使用人の状況

事業の種類別セグメント 使 用 人 数 前事業年度末比増減

ﾗｲﾂ & ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｱ ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ事業 12 （16） 3名増（ 1名減 ）

放 送 事 業 31 （ 9） 5名増（ 1名減 ）

そ の 他 事 業 － （ 1） 1名減（ 1名増 ）

管 理 業 務 10 （－） 1名減（ 1名減 ）

合 計 53  (26） 6名増（ 2名減 ）

 (注) 使用人数は就業員数であり、臨時使用人は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載して
おります。

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

53名（26名） 6名増（2名減） 39.5歳 6.5年

 (注)   使用人数は就業員数であり、臨時使用人は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載して
おります。

(8) 主要な借入先の状況（2018年12月31日現在）

該当事項はありません。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．株式の状況（2018年12月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 30,000,000株

(2) 発行済株式の総数 16,511,154株（自己株式9,197株を除く。）

(3) 株主数 5,612名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

KEYEAST CO., LTD 8,276千株 50.13%

MUNHWA BROADCASTING CORPORATION 687千株 4.16%

SBS CONTENTS HUB CO., LTD. 343千株 2.08%

SBS  CO., LTD. 343千株 2.08%

ケイテイ コーポレーション 230千株 1.39%

吉原 順 220千株 1.33%

KSD-MIRAE ASSET DAEWOO（CLIENT) 134千株 0.82%

吉川 直樹 114千株 0.69%

楽天証券株式会社 109千株 0.66%

株式会社SBI証券 101千株 0.61%

（注） 持株比率は自己株式（9,197株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（2018年12月31日現在）

    2016年３月23日開催の定時株主総会決議による第11回新株予約権

      ・新株予約権の数

        1,600個（新株予約権１個につき100株）

      ・新株予約権の目的である株式の種類と数

普通株式 160,000株

      ・新株予約権の払込金額

新株予約権と引換えに払い込みは要しない。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１株当たり420円 （新株予約権１個当たり42,000円）

      ・新株予約権行使期間

2018年４月８日～2020年４月７日
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・新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をい

う。）の取締役、監査役または使用人であることを要する。但し、任期満了による退任

および定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役
（社外取締役を除く）

550個 55,000株 2名

社 外 取 締 役 － － －

監 査 役 － － －

（注）2017年３月24日開催の第46回定時株主総会決議により、2017年７月１日付で当社普

通株式10株を１株に株式併合しております。これに伴い、「新株予約権の目的であ

る株式の数」および「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は、調整

されております。

    2018年10月31日開催の臨時株主総会決議による第12回新株予約権

      ・新株予約権の数

        6,510個（新株予約権１個につき100株）

      ・新株予約権の目的である株式の種類と数

普通株式 651,000株

      ・新株予約権の払込金額

新株予約権と引換えに払い込みは要しない。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１株当たり296円 （新株予約権１個当たり29,600円）

      ・新株予約権行使期間

2020年11月16日～2028年11月15日

・新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をい

う。）の取締役、監査役または使用人であることを要する。但し、任期満了による退任

および定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役
（社外取締役を除く）

5,550個 555,000株 ６名

社 外 取 締 役 － － －

監 査 役 － － －
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(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の

状況
    2018年10月31日開催の臨時株主総会決議による第12回新株予約権

      ・新株予約権の数

        6,510個（新株予約権１個につき100株）

      ・新株予約権の目的である株式の種類と数

普通株式 651,000株

      ・新株予約権の払込金額

新株予約権と引換えに払い込みは要しない。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１株当たり296円 （新株予約権１個当たり29,600円）

      ・新株予約権行使期間

2020年11月16日～2028年11月15日

・新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をい

う。）の取締役、監査役または使用人であることを要する。但し、任期満了による退任

および定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

・当社使用人等への交付状況

新株予約権の数 目的である株式の数 交 付 者 数

当 社 使 用 人 960個 96,000株 11名

子 会 社 の 役 員
お よ び 使 用 人

－ － －

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

 該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
(1) 取締役および監査役の状況（2018年12月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ）

崔 官 鎔
株式会社コンテンツＫ（韓国）代表取締役
株式会社DA Music代表取締役
株式会社DA Music Publishing代表取締役

取 締 役 副 社 長
（ 代 表 取 締 役 ）

申 弼 淳
株式会社キーイースト（韓国）代表取締役
社長（CEO)

取 締 役 金 英 敏

株式会社エスエムエンタテインメントグル
ープ（韓国）理事会議長兼統括代表取締役
社長

株式会社エスエム・エンタテインメト・ジ
ャパン取締役

取 締 役 裵 聖 雄 株式会Blitzway（韓国）代表理事

取 締 役 金 泰 佑 メディア事業本部長

取 締 役 許 星 振 ライツ事業本部長

取 締 役 安 洙 旭
株式会社エスエムエンタテインメントグル
ープ（韓国）Group Vision&Strategy部門常
務

取 締 役 金 東 佑
S.M. F&B DEVELOPMENT JAPAN株式会社代表
取締役

取 締 役 山 田 政 彦
株式会社エスエム・エンタテインメント・
ジャパン経営企画室長

取 締 役 鄭 海 龍
MUNHWA BROADCASTING CORPORATION（韓国）
海外流通事業部日本事業チーム長

取 締 役 林 美 暻
株式会社SBSコンテンツハブ（韓国）日本事
業チーム長

取 締 役 金 紀 彦 弁護士法人オルビス東京事務所代表

監 査 役 （ 常 勤 ） 大 村 健 夫

監 査 役 （ 常 勤 ） 大 幡 照 夫

監 査 役 片 岡 朋 行
ヴァスコ・ダ・ガマ法律会計事務所
パートナー

監 査 役 上 田 浩 之 上田浩之税理士事務所 所長

（注）１．取締役金紀彦氏は、社外取締役であります。
２．監査役片岡朋行氏および上田浩之氏は、社外監査役であります。
３．監査役上田浩之氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程

度の知見を有しております。
４．当社は、取締役金紀彦氏、監査役片岡朋行氏および上田浩之氏を、東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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(2) 当事業年度に退任した取締役

氏 名 退 任 日 退任事由
退 任 時 の 地 位 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

梁 根 煥 2 0 1 8年５月1 4日 辞 任 取締役

(3) 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

11名
（1名）

51,983千円
（2,400千円）

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

4名
（2名）

18,930千円
（3,600千円）

合 計 15名 70,914千円

（注）１．上記のほか、使用人兼務役員の使用人分給与相当額
取締役 ２名 20,902千円

２．上記の支給額には、ストック・オプションによる報酬額8,530千円（取締役７名に対
し8,530千円）が含まれております。

３．上記には、2018年５月14日付で辞任した取締役１名を含んでおります。

(4) 社外役員に関する事項

① 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名
取締役会（12回開催） 監査役会（12回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取 締 役 金 紀 彦 12回 100％ - -

監 査 役 片 岡 朋 行 11回 91％ 11回 91％

監 査 役 上 田 浩 之 12回 100％ 12回 100％

（注）１．取締役金紀彦氏は、当事業年度開催の取締役会の全てに出席し、弁護士としての専
門的見地から適宜発言を行っております。

２．監査役片岡朋行氏は、当事業年度開催の取締役会および監査役会のほぼ全てに出席
し、弁護士としての専門的見地から適宜発言を行っております。

３．監査役上田浩之氏は、当事業年度開催の取締役会および監査役会の全てに出席し、
税理士としての専門的見地から適宜発言を行っております。

② 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役金紀彦氏は、弁護士法人オルビスの東京事務所代表であり、当社
は、同事務所と特別な利害関係はありません。

・監査役片岡朋行氏は、ヴァスコ・ダ・ガマ法律会計事務所のパートナー弁
護士であります。当社は、同事務所と特別な利害関係はありません。

・監査役上田浩之氏は、上田浩之税理士事務所を開業しており、当社は同事
務所と特別な利害関係はありません。
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③ 当社の親会社または当社の親会社の子会社から当事業年度の役員として
受けた報酬等の額
該当事項はありません。

(5) 責任限定契約の内容の概要

社外役員と締結している個別の責任限定契約はありません。当社定款に
おいて会社法第423条第１項の損害賠償責任に関し、善意でかつ重大な過失
がないときは、金720万円以上であらかじめ定める金額または法令が定める
額のいずれか高い額を限度として責任を負担する契約を社外取締役と締結
することができる旨の定めをしております。

５．会計監査人の状況
(1) 名称 三優監査法人

(2) 当事業年度に係る報酬等の額

支 払 額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 28,800千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

28,800千円

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、
公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

監査役会は、監査項目別時間および監査報酬の推移、ならびに過年度の監
査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間および報酬額の見積り
の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき会社法第399条第１項
の同意を行っております。

(4) 責任限定契約に関する事項

該当事項はありません。

(5) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(6) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定
し、取締役会は当該決定に基づき当該議案を株主総会の会議の目的とするこ
とといたします。
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監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当
すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任
いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告いたします。

６．業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
は以下のとおりであります。
(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制
当社は、取締役会の推薦基準、倫理行動基準、宣誓書提出等を内容とする

「取締役の倫理等に関する基準」を定め、これの遵守を図るとともに、取締
役会については「取締役会規則」を定め、その適切な運営を確保し、月１回
これを開催することを原則とし、取締役間の意思疎通を図ると同時に相互に
業務の執行を監督し、必要に応じて外部の専門家をアドバイザーに起用し、
法令定款違反行為を未然に防止いたします。
当社の使用人の職務の執行が法令（行政上の通達・指導等を含む）および

定款ならびに社内規則等に確実に適合するための基礎として、コンプライア
ンス規程を定めております。社長を委員長とする内部監査委員会を定例的
に、あるいは必要に応じて開催し、当社グループの内部統制システムの構
築・維持・向上を推進するとともにコンプライアンス担当責任者を明確化
し、体制の整備および維持を図ることとしております。
また、内部通報制度を設置し、従業員等がコンプライアンス上の問題点等

を直接通報または相談できる窓口としています。なお、再発防止のため必要
と判断した場合、その内容と会社の対処状況・結果を適切に役員および従業
員に開示し、周知徹底を図っております。
反社会的勢力との関係を一切排除し、警察、弁護士等と緊密に連携し、反

社会的勢力からの不当な要求に対しては当社を挙げて毅然とした姿勢で対
応いたします。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社の取締役の職務の執行に係る情報、即ち取締役会議事録、経営会議議

事録、稟議決裁書等については、保存管理責任者を設置し、保存媒体に応じ
て適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じ
て10年間は閲覧可能な状態を維持しております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社のリスク管理体制の基礎としてリスク管理に関する規程を制定する

とともに、個々のリスクについての専門部署、あるいは管理責任者を決定し
対応するほか、必要に応じて個々のリスクに関連するマニュアルを作成し、
当社グループ全体のリスク管理体制を構築いたします。
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また、当社において不測の事態が発生した場合には、必要に応じて社長を
本部長とする対策本部を設置して対応するほか、顧問弁護士等を含む外部ア
ドバイザーチーム等を組織し、迅速な対応を行い損害の拡大を防止し、これ
を最小限度に留める体制を整えてまいります。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基

礎として、取締役会を月１回定例的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時
に開催するものとし、当社の経営方針ならびに経営戦略に関わる重要事項に
ついては、事前に社長を長とする経営戦略会議あるいは営業戦略会議におい
て議論を行い、その審議を経て取締役会に付議して執行の決定を行うものと
しております。
また、部門間の意思の疎通および調整を図るための部門報告あるいは必要

に応じての稟議事項の効率的決裁を図るため、経営会議を毎週定期的に、ま
た必要に応じて適宜開催しております。
取締役の決定に基づく業務の執行については、組織・業務分掌規程におい

て、それぞれの責任者およびその責任、執行手続きの詳細について定めるこ
ととしております。

(5) 会社ならびに親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正
を確保するための体制
当社は子会社等はありません。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合おける当
該使用人に関する事項
監査役から、監査役の職務を補助すべき者を定常的にあるいは必要に応じ

て求められたときは、監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用
人から監査役補助者を任命することができるものといたします。
当該補助者は、監査役の指揮命令に従うものとし、取締役からの指揮を受

けないものといたします。
また、当該補助者の任命・解任・人事異動・賃金等の改定については、監

査役会の同意を得るものといたします。
(7) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制
取締役は、会社の機関としての監査役および監査役会の位置付け、役割を

恒常的に取締役および使用人に周知徹底させることに努めており、代表取締
役は、監査役と定期的に連絡会合をもつこととしております。
また、当社の取締役および使用人は、業務または業績に影響を与える重要

な事項について、監査役に都度報告するものとしており、監査役は、いつで
も必要に応じ、取締役および使用人に対し、報告を求めることができること
としております。

(8) 上記(7)の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを
受けないことを確保するための体制
上記の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、いかな

る不利な取り扱いをしてはならないものとし、その旨を周知徹底いたしま
す。

－ 16 －



また、内部通報制度においても、通報したことを理由として、いかなる不
利な取り扱いをしてはならないものとし、その旨を周知徹底いたします。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に
関する事項

監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請
求をしたときは、当該監査役の職務の遂行に必要でないと認められた場合を
除き、速やかに当該費用または債務を処理するものといたします。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
コンプライアンス規程に則り、その適切な運用を維持することにより、法

令違反その他コンプライアンス上の問題について、監査役への適切な報告体
制を確保するものといたします。

７．業務の適正を確保するための体制の運用状況
(1) 当社の内部統制システム全般の整備、運用は「内部統制システムに関する

基本方針」に沿ったモニタリングを行い、改善を進めております。
また、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の有効性の評

価」を行っております。当社における財務報告に係る内部統制は、適正に整
備、運用されており、その有効性評価については、「財務報告に係る内部統
制基本計画書」に基づき実施しております。

(2) 内部監査計画に基づき、組織・業務の監査を実施しております。

８．会社支配に関する基本方針
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2018年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の  部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

番 組 勘 定

コンテンツ事業権

前 渡 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

工具、器具及び備品

車 両 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,551,426

1,644,304

479,099

18,568

816,533

1,300,164

1,107,508

127

11,583

33,775

141,328

△1,566

867,222

38,661

6,499

8,874

4,418

639

18,229

89,044

88,399

645

739,515

539,216

113,777

388

24,274

5,722

157,847

△101,709

流 動 負 債 1,710,136

買 掛 金 515,962

リ ー ス 債 務 5,714

未 払 金 55,855

未 払 費 用 11,399

未 払 法 人 税 等 17,502

前 受 金 879,145

預 り 金 220,861

本社移転損失引当金 3,696

固 定 負 債 27,164

リ ー ス 債 務 14,944

会 員 預 り 金 12,220

負 債 合 計 1,737,300

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,672,770

資 本 金 4,591,492

資 本 剰 余 金 1,825,566

資 本 準 備 金 592,000

その他資本剰余金 1,233,566

利 益 剰 余 金 △1,711,313

その他利益剰余金 △1,711,313

繰越利益剰余金 △1,711,313

自 己 株 式 △32,974

評価・換算差額等 △10,927

その他有価証券評価差額金 △10,927

新 株 予 約 権 19,505

純 資 産 合 計 4,681,348

資 産 合 計 6,418,649 負 債 純 資 産 合 計 6,418,649

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,058,632

売 上 原 価 5,918,667

売 上 総 利 益 1,139,964

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,066,343

営 業 利 益 73,621

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,293

そ の 他 415 2,708

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,111

為 替 差 損 2,161

そ の 他 42 3,315

経 常 利 益 73,014

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 6,073 6,073

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 724

本社移転損失引当金繰入額 3,696 4,421

税 引 前 当 期 純 利 益 74,665

法人税、住民税及び事業税 15,994

法 人 税 等 調 整 額 △2,677

当 期 純 利 益 61,348

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準備金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利  益

剰余金
合  計繰 越 利 益

剰 余 金

当 事 業 年 度
期 首 残 高

4,591,492 592,000 1,233,566 1,825,566 △1,722,661 △1,772,661

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 利 益 61,348 61,348

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目
の当事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

当 事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － － － 61,348 61,348

当 事 業 年 度
期 末 残 高

4,591,492 592,000 1,233,566 1,825,566 △1,711,313 △1,711,313

株主資本 評価・換算差額等
新株予約

権
純資産合

計自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合

計
当 事 業 年 度
期 首 残 高

△32,935 4,611,461 － － 15,707 4,627,169

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 利 益 61,348 61,348

自己株式の取得 △39 △39 △39

株主資本以外の項目
の当事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

△10,927 △10,927 3,797 △7,129

当 事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

△39 61,309 △10,927 △10,927 3,797 54,179

当 事 業 年 度
期 末 残 高

△32,974 4,672,770 △10,927 △10,927 19,505 4,681,348

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式 移動平均法による原価法によっております。

② その他有価証券

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

③ たな卸資産

イ.コンテンツ・番組勘定・  個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の

コンテンツ事業権    低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっ

ております。

なお、コンテンツについては、見積回収期間(12ケ

月)にわたり、会社所定の償却率によって償却してお

ります。

ロ.商品  総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によ

っております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産は除く）

定率法によっております。ただし、2016年４月1日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法によっております。

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価

償却資産については、３年均等償却によっておりま

す。

② ソフトウエア 自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（３年又は５年）に基づく定額法によ

っております。

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価

償却資産については、３年均等償却によっておりま

す。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

② 本社移転損失引当金 本社移転に伴い発生する損失に備えるため、発生が

見込まれる移転費用について合理的な見積額を計上

しております。

(4) その他計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております｡
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 95,736千円

(2) 区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権又は金銭債務は次のとおりでありま

す。

① 短期金銭債権 2,931千円

② 短期金銭債務 1,619千円

３．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

① 営業取引高 41,044千円

② 営業取引以外の取引高 5千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度期末の株式数

普 通 株 式 16,520,351株 －株 －株 16,520,351株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度期末の株式数

普 通 株 式 9,087株 110株 －株 9,197株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加110株は、単元未満株式の買取による増加分でありま
す。

(3) 当事業年度の末日における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。)の目的となる株式の種類及び数

普通株式 51,000株

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品の状況に関する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要な資金は銀行から調達してお

ります。デリバティブ等での投機的な取引は行っておりません。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金及び貸付金は、顧客等の信用リスクに晒されておりますが、管理部

門と営業部門が連携し債権の期日管理の徹底を図るとともに、与信管理についても取引先の

営業状況を定期的にモニタリングし、財政状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

投資有価証券については、主に株式への出資であり発行体の信用リスクに晒されておりま

す。投資有価証券は、投資にあたり経営会議等において事業内容・投資先財務状況等を慎重

に審議することとし、定期的に事業状況をモニタリングし、保有状況を継続的に見直してお

ります。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ケ月以内の支払期日であります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2018年12月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、以下のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは、次表に含めておりません。（（注２）をご参照ください。）

（単位：千円）

貸 借 対 照 表
計  上  額   （*)

時    価 （*) 差       額

（1）現金及び預金 1,644,304 1,644,304 －

（2）売掛金 477,686 477,686 －

（3）長期貸付金 113,777 113,777 －

 貸倒引当金 △78,680 △78,680 －

35,096 35,096 －

（4）買掛金 （515,962) （515,962) －

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

（1) 現金及び預金、並びに（2）売掛金

これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿

価額によっております。なお、売掛金の貸借対照表計上額は、対応する引当金控除後の

金額です。

（3) 長期貸付金

長期貸付金については、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期貸

付金の元利金の合計額を同様の貸付において想定される利率で割り引いて現在価値を算

定しておりますが、時価は帳簿価額に近似しており、当該価額をもって算定しておりま

す。また、回収可能見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているものは、時価は決算

日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積額を控除した金額に近似しており、当該

価額をもって算定しております。

（4) 買掛金

買掛金については、短期間に決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、

当該帳簿価額によっております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区           分 貸 借 対 照 表 計 上 額

投資有価証券（非上場株式等） 39,731

転換社債型新株予約権付社債 499,485

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のであります。

６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（単位：千円）

繰延税金資産

 未払事業税損金不算入額 5,815

 貸倒引当金繰入限度超過額 31,623

 繰越欠損金 1,315,564

 投資有価証券評価損損金不算入額 34,259

 関係会社株式評価損損金不算入額 87,171

 商品評価損損金不算入額 8,261

放送権・販売化権評価損損金不算入額 41,800

その他 10,017

繰延税金資産計 1,534,514

評価性引当額 △1,495,016

繰延税金資産合計 39,497

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.9％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 13.8％

住民税均等割 5.1％

評価性引当金の増減額 △31.8％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.8％
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７．関連当事者との取引に関する注記

  兄弟会社等

種類 会社等の名称 所在地 資本金
事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額

（千円）
科 目

期末
残高

（千円）

親会社
の子会
社

㈱エスエ

ム・エンタ

テインメ

ント・ジャ

パ ン

東京都港

区

50
百万円

エンター
テインメ
ント業務

なし

ファン
クラブ
運営業務
受託

役員の兼任
１名

ロイヤリティ
の支払
（注）

384,453 買 掛 金 13,535

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）ロイヤリティの支払については、定期的な価格交渉の上で決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 282円35銭

(2) １株当たり当期純利益金額 ３円72銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年２月12日

株式会社ストリームメディアコーポレーション

取締役会 御中

三優監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 齋藤 浩史 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 瀬尾 佳之 

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ストリ
ームメディアコーポレーション（旧社名 株式会社デジタルアドベンチャ
ー）の2018年１月１日から2018年12月31日までの第48期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
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監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、2018年１月１日から2018年12月31日までの第48期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の結果、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監
査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した
事項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他における審
議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をする
に当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社
の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由につ
いて、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年２月13日
株式会社ストリームメディアコーポレーション 監査役会

監査役(常勤) 大 村 健 夫 
監査役(常勤) 大 幡 照 夫 
監 査 役 片 岡 朋 行 
監 査 役 上 田 浩 之 

 （注）監査役片岡朋行氏及び上田浩之氏は、会社法第２条第16号及び第335条
第３項に定める社外監査役であります。

 以 上
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株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案 取締役１名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役鄭 海龍氏は辞任されますので、その補欠と

して取締役１名の選任をお願いするものであります。なお、補欠として選任され

た取締役の任期は、当社の定款の定めにより、他の在任取締役の任期の満了する

時までとなります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

い

李
ぐん

根
ぼむ

範

（1975年５月17日生）

2001年12月 MUNHWA BROADCASTING CORPORATION（韓

国）入社

2014年３月 ＫＮＴＶ株式会社取締役

2017年12月 MUNHWA BROADCASTING CORPORATION（韓

国）企画事業部長

2018年11月 同社グローバル事業部長（現任）

－株

（注）１．李 根範氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．李 根範氏は、新任の取締役候補者であります。
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第２号議案 監査役１名選任の件

本総会終結の時をもって監査役大幡照夫氏および片岡朋行氏の２名が任期満了

となります。つきましては、監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

かた

片
おか

岡
とも

朋
ゆき

行

（1970年５月11日生）

1998年４月 弁護士登録（東京弁護士会所属）

松尾綜合法律事務所入所

2002年８月 ＢＤＪ法律会計事務所設立

2006年６月 桜坂法律事務所設立

2008年８月 ヴァスコ・ダ・ガマ法律会計事務所設立

パートナー弁護士（現任）

2009年３月 ＫＮＴＶ株式会社社外監査役

2015年３月 当社社外監査役（現任）

－株

（注）１．片岡朋行氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．片岡朋行氏は、社外監査役の候補者であります。なお、同氏は、現在当社の社外監

査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年とな

ります。

３．片岡朋行氏は、弁護士としての専門知識・経験等を当社の監査体制の強化に活かし

ていただけるものと期待し、選任をお願いするものであります。なお、同氏は、過

去に社外取締役または社外監査役として以外の方法で会社の経営に関与した経験は

ありませんが、上記の理由により社外監査役としての職務を適切に遂行できるもの

と判断しております。

４．当社は、片岡朋行氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており

ます。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であ

ります。

以 上
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株主総会会場ご案内図

住友不動産六本木グランドタワー ９階

ベルサール六本木コンファレンスセンター

東京都港区六本木三丁目２番１号

TEL 03-5545-1722

●東京メトロ 南北線 「六本木一丁目駅」直結（１番出口）

〇東京メトロ 日比谷線 「六本木駅」より徒歩５分（３番出口）

〇都営地下鉄 大江戸線 「六本木駅」より徒歩５分（５番出口）

（お願い）

会場には駐車場の用意がございませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。


